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資料８ 

「加齢が人生の選択や社会経済システムに与える影響と 
ジェロントロジー（加齢学）の理解の普及の重要性」 

及び「認知機能とオンライン取引の関係」 
と報告書に関するコメント 

慶應義塾大学ファイナンシャル・ジェロントロジー研究センター長 
駒村康平 

資料Ⅰ 3 つの年齢概念と「暦年齢」での高齢化社会の到来 
1：様々な「年齢」概念がある 
① 暦年齢（chronological age） ：戸籍上の年齢 （客観、自ら把握できているし、他人からも

認識できる）。資格、法制度などで使用。
② 主観年齢（subjective age）：自分が感じる主観的な年齢（心理的な年齢、主観的、自ら

把握できているが、他人からは認識できない。文化、性格、経験、社会関係（孤独・孤
立）の影響など。）

③ 生物学的年齢（biological age）：身体の細胞や組織の状態に基づく年齢（健康面での年
齢。客観的であるが、自ら把握できる場合もあれば、把握できない場合（検査、認知機
能の低下）、外見上わかる以外は他人からは正確には認識できない（個人情報）。これま
での生活習慣、職業経験、技術進歩、環境の影響など。

・社会経済システムで採用する （暦）年齢概念と国民の理解する年齢概念の乖離が拡大する
と、社会にひずみが出てくる。（定期的に齢概念の乖離を踏まえて社会経済システムを調整
していく） 
・暦年齢での高齢者が増加するなかで、3 つの年齢概念の違いを把握し、乖離が大きくなら
ないように社会経済システムに反映させる必要がある （認知経済学と神経経済学の成果を経
済、社会政策に取り入れる）。 
・国民はこの 3 つの年齢概念の違いを理解して、節目節目（暦年齢を手がかりにする）で、
新しい情報を吸収し、人生設計を見直す必要がある。 
・ジェロントロジー（加齢学、エージング（加齢）・リテラシー、さらに加齢ともに認知機
能、心理的特性がどのように変化するのかという意味でのメタ認知）の知識の一般普及 （そ
のほか、健康、心理、制度に関する生涯教育の機会の保障）の重要性。 
・3 つの年齢は相互に関係あり、かつ文化の影響も受けている。

2：主観的な高齢者定義年齢について 
・国民の主観的な高齢者年齢は 70 歳である。
図 1 35 歳以上の国民の認識
若い回答者ほど定義年齢を低く想定し、年齢が上がるほど高く想定する（横断調査）
（加齢は実際に経験してみないとわからない部分が多い。若い世代からは見えない部分が
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ある） 

 
出典：「平成 25 年度 高齢期に向けた「備え」に関する意識調査結果」より作成。 
 
・高齢者自身の認識（平成 26 年度 高齢者の日常生活に関する意識調査結果より） 
70－75 歳で自身のことを高齢者と考える人の割合が上昇する。 

 

 
・横断研究（ドイツ）によるコーホート別の主観的な高齢者年齢 
1911 年生まれ（65 歳時点）：71 歳 
1956 年生まれ（65 歳時点）：74 歳 
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何歳から高齢者だと思うか（回答者年齢別、
男女別平均高齢者定義年齢）
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（米国は 74 歳） 
 
3：暦年齢と主観年齢は乖離について 
図 2 暦年齢と主観年齢の関係 

 
出典：藤田文（2017）「発達と老いの心理学 (ライブラリ心理学を学ぶ 5)」サイエンス社 
（若い時代は早く大人になりたい、一定年齢を超えるとこれ以上歳をとりたくない？） 
 
・主観年齢に関する国際的な研究 
・より若いコーホートほど、主観年齢は若くなっている。女性のほうが若い （男女の乖離は
拡大傾向）。（ドイツ） 
他方で、主観年齢の若返りの「増加率」は次第に低下している（寿命の伸張の限界を反映） 
・主観年齢は、健康、寿命、認知機能、幸福度に影響を与える。 
・主観年齢が高いほど、認知症のリスクは上昇し、幸福度が低下し、短命、メンタル疾患の
確率が上昇する。（急激な主観年齢の上昇は、健康上の問題、寿命の短縮と関係している。） 
・主観年齢が若いほど健康維持ができている（縦断調査：因果関係の確認済み） 
・主観年齢は経済行動（消費行動、新しい製品、ブランド、広告への反応）に影響を与える。 
・主観年齢が若いほど退職タイミングを遅らせる（逆の因果関係ではないことが確認済み）。
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一方で、（年齢差別的に）悪い労働条件を提示されると、主観年齢を悪化させ、退職タイミ
ングを早める（日本の（暦年齢）高齢者雇用の問題）。 
・主観年齢が高いほど自己肯定感、自己効力感が高い。 
・主観年齢についての注意点 
暦年齢と主観年齢の乖離が大きすぎることも問題（認知機能と主観的な認知機能評価の乖
離、自己肯定感と自信過剰の問題の関係性（経済問題 （詐欺など）、交通事故）、感染病の罹
患リスクの上昇など） 
若いと感じたいのは現実社会の否定であり、社会に対するエイジズムの高齢者の認識とそ
の抵抗感の現れの可能性もある。 
 
2 ：加齢とともに身体機能・認知機能（健康状況）、心理、経済状況のバラツキ（個人差、格
差の拡大）は大きくなる点は留意する必要がある （健康、運動などで褒められると主観年齢
が若返るという研究も）。 
→加齢はすべての人で起きることであり、加齢にともなう心身の変化、認知機能の変化は、
人生設計、社会経済の設計に大きな影響を与える。（年齢（暦）構成の変化（暦年齢での高
齢者増加）のインパクトを踏まえる） 
→年齢一律の議論 （暦年齢差別的な思考）や制度、社会的な仕組みの見直し。加齢とともに
個人差が拡大する高齢者への「配慮（尊厳）」を維持しながら、暦年齢差別禁止を両立する
社会作り（高齢者自身のメタ認知 1の向上も重要）。 
  

 
1 メタ認知とは、自分自身の認知活動（知覚、記憶、学習、言語、思考など）を、より高
い視点から、あたかも第三者のように客観視して、理解、振り返り、コントロールするこ
と。 
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資料Ⅱ 認知機能とオンライン取引の関係 
1．認知機能とデジタルツール 

今後、多くの高齢者がデジタルツールを使うことが予測される （若い年齢層ほど使うが、
高齢者層の使用も増加している。横断調査）ほど使用。しかし、そのことと、加齢にともな
い認知機能等が落ちることで、デジタルツールの操作に課題が発生することは別問題であ
る（デジタルツールにおける加齢効果。本来は縦断調査が必要） 

加齢に伴う認知機能の低下の影響は、1）作動記憶、2）視覚的注意、3）プランニング機
能において発生する。このうち、2）視覚的注意機能と 3）プランニング機能の低下は、操
作時間の遅延や操作エラーを増加させるネガティブな影響を与えることが確認されている
が、一方で、1）作動記憶機能の低下は、操作に対しては影響に大きな影響を与えないとい
う研究もある。 
1）作動記憶：情報を一時的に記憶し、その情報を操作する能力。ただし、作動記憶機能の
低下は、デジタル機器の操作に対して影響を与えないという研究結果もある。 
2）視覚的注意：視覚的な情報の中から重要な情報を選択する能力を指します。視覚的注意
機能の低下は、操作時間の遅延や操作エラーの増加を引き起こす可能性がある。 
3）プランニング機能：目標達成のための行動計画を立てる能力。プランニング機能の低下
も、操作時間の遅延や操作エラーの増加を引き起こす可能性がある。（処理速度の大幅な低
下と成功率の低下、諦める割合の上昇 2） 

認知機能の課題が発生しても、デジタルツールを使い続けるためには、認知機能の低下を
保障するデザイン、ＵＩ（User Interface）の工夫や不必要な情報の遮断が必要になる。 
2．ＥＣ及びオンライン取引（オンラインバンキング）について 
・ＥＣやオンライン取引を使う高齢者は増加しているが、多くの高齢者がセキュリティや操
作能力に不安を感じている。また操作能力においても、パフォーマンスが低いこと、著しく
時間がかかり、精度が低いことが確認されている。高齢者内でも、操作経験年数、教育水準、
性別（女性）で差がある。特に高齢女性の操作能力の低さは問題となる。 
・軽度認知障害（MCI）の高齢者は、メールフィッシングなどの詐欺を認識する能力、パス
ワードガイドラインに従う能力、個人情報を共有する意味を理解する能力が低下するため、
ＥＣやオンラインでの予期しない損失のリスクが高まる。 
（事例：顧客「こんなメールが来たので、心配で銀行の店頭にきた。私の口座に何が起きて
いるのか？」 
職員「それは詐欺メールなので、気にしなくてよいです」 
顧客「なぜ私がこの金融機関の口座を持っていることを送信者が知っているの？」 

 
2Jeff Johnson、Kate Finn（2019）『高齢者のためのユーザインタフェースデザイン 
ユニバーサルデザインを目指して』（榊原直樹訳）近代科学社． 
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職員「ランダムに送っているので、心配しないでください。当銀行はこうしたメールは送ら
ないです。」 
顧客「何を言っているかよくわからないが、二度と送らないように御願いします。」 
職員「・・・・・」） 
・ＥＣにおいては、高齢者が陥りやすいダークパターンと若年者が陥りやすいダークパター
ンは異なっていることが確認されている。 
・MCI の高齢者は、オンラインサービスの使用においては、配偶者や家族、子どもなどの
介護者の助けを借りることが多いが、これもセキュリティとプライバシーのリスクを伴う。
すなわち介護者と個人情報を共有することは、エージェンシー問題、自律性、羞恥心、情報
漏洩の問題を生じさせる危険視絵がある。 
・認知機能の低下は、高齢者が日常の金融資産管理を困難にし、不適切な資産運用判断や詐
欺や金銭的搾取に対する脆弱性が高まる。 
・銀行、証券、生保における顧客対応においては、顧客の認知機能の低下を察知するのが用
意ではない。しかし、認知機能が低下すると、商品の理解ができず、投資の判断能力も低下
する。顧客保護の観点から、認知機能の低下の把握と、適切な対応が重要である。 
・対面サービスにおいては、職員が認知機能の変化を把握する研修を受けている金融機関も
増加している（金融ジェロントロジー協会研修）。 
・他方、インターネット取引においては、顧客と相対することがないため、認知機能の低下
を把握できない。（金融機関側の対応状況は不明） 
・デジタルツールを使った経済活動においては、デジタルリテラシー、金融リテラシー、認
知機能が影響を与える。タイにおけるデジタルリテラシー、金融リテラシー、認知機能の相
関関係に関する実証研究は以下のようになっている。 

 デジタルリテラシー 金融リテラシー 認知機能 
デジタルリテラシー ― 0.73 0.64 
金融リテラシー 0.73 ― 0.49 
認知機能 0.64 0.49 ― 

 
参考文献 
駒村康平（2024）「認知機能の低下が経済行動に与える影響とその政策的対応 : 金融老年学
を手がかりに」『Dementia Japan  日本認知症学会』38 (2), 220-227． （内閣府 SIP 事業「包
摂的コミニュティプラットフォームの構築「高齢者が生涯にわたって自立的に経済活動がで
きる包摂的な社会経済システム」成果） 
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Ⅲ 報告書に関するコメント 駒村康平 

ｐ2 

一方で、高齢期における一人暮らしの人や軽度認知障害、認知症の人等の今後更なる増加

等が見込まれ、それによって人と人との関係性やつながりの希薄化が進み、孤独・孤立の

深刻化が懸念されており、地域社会のつながりや支え合いによる包摂的な社会の構築が求

められている。 

 

ｐ3 

長寿化による高齢期の長期化が進む中で、加齢による身体機能・認知機能の変化は、個々

人によって様々であり、その程度にもグラデーションがあって分かりにくく、それによ

って日常生活や社会生活における様々な影響が生じうることを踏まえた施策の実施が必

要となる。 

→加齢に伴い個人差が大きくなっていく旨の記述 

 

ｐ9 

地方公共団体、民間企業、教育関係機関、福祉関係機関、ＮＰＯ、地域住 

民など多様な主体が連携して地域の社会課題に取り組み、持続可能な地域づ 

くりを行うことが重要であり、プラットフォームの構築・運営に当たっては、 

施策分野の壁を越えて分野横断的な活動を行うための中間支援組織の育成・ 

支援が必要。また、プラットフォームを利用する住民の生活圏・経済圏の状 

況等を踏まえつつ、行政区域を超えた広域的な連携を効果的に行いながら取 

組を進めていくことが重要。 

→担当者の交代により中間支援組織に負担がかかることへの対応を言及 

ｐ11 

⑤ デジタル・デバイドへの対応 

 高齢社会においては、自己決定や主体的な選択を支援する手段として、デジタ

ルを活用することが重要となるため、高齢期においても新しいデジタル技術を効果

的に活用できるようにするための学習機会が必要となる。 

 

→加齢によりデジタル機器の操作能力低下に対し、UIの改善に取り組む必要性（資料Ⅱ） 
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ｐ11 

① 加齢に関する理解の促進 

 高齢期においても地域において安心して生活できる社会を築くためには、 

社会全体で加齢に伴う心身の変化等に関する理解を深め、加齢を自分事とし 

て捉えることが重要。特に、認知症については、認知症になっても自分らし 

く前向きに生きていけるような学びの機会が重要であるとともに、周囲が偏見を持た

ないようにする観点や、日常生活において適切なケアができるようにする観点も重要

となる。 

→ジェロントロジー（加齢による心身、認知の変化、メタ認知の教育）資料Ⅰ 

 

ｐ21 

⑤ 行政手続等におけるユニバーサルデザイン 

 高齢期の人にとって、各種行政手続き等において文字が小さい、交通標 

識が分かりづらい、文章が理解しにくい 3、などの課題がある。我が国の中位数年齢が

上昇していることや認知機能の低下を経験している人、軽度認知障害、認知症の人が増

加していることなどを踏まえた見直しが必要。 

 デジタル化の進展により、各種行政手続きや民間サービスの利用においてスマートフォ

ンの利用が必要となる場面が増加しているが、加齢に伴いデジタルツールの利用が困難に

なる場合もあることも踏まえた対応が必要。 

→認知機能の変化とデジタルツールについての論考。資料Ⅱ 

 

 
3 聞いて理解できるような表現を使うことが望ましく、特に認知機能に負荷をかけるよう

な長い説明、複雑な構文、曖昧な表現、重要性を見過ごすような表現（重要事項が小さな

文字で注で書かれていること）、二重否定の表現を使わない、「いわゆるお役所言葉の見直
し」など。文化審議会報告書「新しい「公用文作成の要領」に向けて」、後者について中津
川市の事例（法令用語、略字、専門用語、カタカナについて）など参考のこと。
oyakusyokotoba_kaizen_tebiki.pdf (nakatsugawa.lg.jp) 
これらは行政からの文書のみならず、商品のマニュアル、処方箋、金融サービス等、高齢
者の利用者が多い民間からの文章も対応を留意すべきである。 
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ｐ21 

(２)今後の対応の方向性 

① 認知機能の変化に応じた支援 

 個人情報保護法第 27 条第１項第２号に定める本人の同意なく個人情報 

を第三者に提供できる場合に認知症が疑われる場合が該当するかどうか、金融機関におい

て顧客のどのような兆候や行動を認識した場合に福祉機関等への連携を行うべきか、認知

症が疑われる場合の個人情報提供の書面同意の原則の緩和など金融分野における個人情報

保護に関するガイドラインの見直しの必要性も含めて検討を行うべき。（より積極的な表

現） 

 

 認知機能の状態は、同じ年齢でも人によって様々であり、金融経済活動に

おいて年齢で一律に取引等を制約することなく、それぞれの状況を踏まえた

対応を行うべき。そのため、金融と福祉、デジタルを連携させ AIを使って経

済取引能力の状態を判断したり、それに基づいて本人の判断をサポートした

りできる技術の開発や実証を進めるべき。 

 

② 消費者被害防止 

 通信販売に関する消費生活相談の増加や、特に高齢期の軽度認知障害、認知症の人等に

ついては訪問販売や電話勧誘販売に関する相談の割合が高いことなどを踏まえ、多様な相

談ニーズに対応するため、消費生活相談体制強化に取り組むべき。 

 

→デジタル時代における ECやオンライン取引に関する課題も言及（資料Ⅱ） 

ｐ23 

⑤ 行政手続等におけるユニバーサルデザイン 

 行政手続等における書面の文字の大きさ・レイアウトや、道路標識、各 

種施設における案内表示等について、高齢期の特性に配慮したユニバー 

サルデザインの観点から環境整備を進めるべき。 
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 デジタル化を推進するに当たっては、加齢に伴いデジタルツールの利 

用が困難になる場合があることも踏まえ、全ての人が日常生活に密接に 

関わる各種行政手続や民間サービスを円滑に利用できるよう配慮が必要。 

→高齢者の心身、認知機能に負担をかけないように高齢者が多い領域（福祉、医

療、社会保険、税等）の手続きの簡素化が必要 

ｐ28 

第４部 推進体制の整備 

第１部から第３部までにおいて記載のとおり、我が国の高齢社会における 

政策課題は、経済社会における様々な変化に伴い、非常に幅広く多岐にわたる 

とともに、複雑で互いに絡み合っている、曖昧で不明瞭な場合が多く 4、 

 
→高齢者を暦年齢で定義している社会経済システムの見直し。資料Ⅰ 

 
4 認知機能の低下に伴う問題や孤独・効率といった本人も他人も気がつかないような問題
を指す。 


